
4

onodera-k2e2
スタンプ

yamamoto-a2gb
四角形



5



6



7



8



9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



令和８年度厚生労働省予算概算要求における重点要求
「労働供給制約社会」へ本格的に突入するとともに、日本経済が新たなステージに移行しつつあることが明確になる中で、
○社会構造の変化に対応した保健・医療・介護の構築や、包摂的な地域共生社会等の実現
○物価上昇を上回る賃上げの普及・定着に向けた三位一体の労働市場改革の推進と多様な人材の活躍促進

について、以下を柱に重点的な要求を行い、安心と活力ある暮らしの実現を目指す。

＜賃上げ支援、非正規雇用労働者への支援＞
○中小・小規模企業等に対する賃上げ支援、非正規雇用労
働者への支援

＜リ・スキリング、ジョブ型人事、労働移動の円滑化の推
進＞
○リ・スキリングによる能力向上支援、ジョブ型人事指針
の周知、成長分野等への労働移動の円滑化

＜人材確保の支援＞
○深刻化する人手不足への対応
＜多様な人材の活躍促進と職場環境改善に向けた取組等＞
○就職氷河期世代、障害者や高齢者等多様な人材の活躍促
進

○多様な働き方の実現に向けた環境整備、仕事と育児・介
護の両立支援、ワーク・ライフ・バランスの促進

○ハラスメント対策の推進、安心安全な職場環境の実現
○フリーランスの就業環境の整備
＜女性の活躍促進＞
○男女間賃金差異の解消、女性管理職比率の向上に向けた
取組の推進

○子育て中の女性等に対する就職支援の実施
○女性の健康課題に取り組む事業主への支援

ⅡⅡ．物価上昇を上回る賃上げの普及・定着に向けた三位
一体の労働市場改革の推進と多様な人材の活躍促進

＜地域共生社会の実現等＞
○ 生活困窮者自立支援等の推進
○ 生活保護制度の着実な推進
○ 障害者支援の促進、依存症対
策の推進

○ 成年後見制度の利用促進、身
寄りのない高齢者等への支援

○ 相談支援・地域づくり等によ
る包括的な支援体制の整備

○ 困難な問題を抱える女性への
支援の推進

○ 自殺総合対策、ひきこもり支
援の推進

＜戦没者の慰霊・戦没者遺族等
の援護の推進＞
＜安心できる年金制度の確立＞
＜被災者・被災施設の支援等＞

ⅢⅢ．包摂的な地域共生社会等
の実現

＜医療・介護・障害福祉分野の賃上げ・経営の安定・人材確保等＞
経済・物価動向等への的確な対応や、DX、タスクシフ

ト・タスクシェア等の計画的推進
＜地域医療・介護の提供体制の確保＞
○質が高く効率的な医療提供体制の確保
○地域包括ケアシステムの更なる深化・推進
○救急・災害医療提供体制の確保
○小児・周産期医療提供体制の確保
＜医療・介護分野におけるＤＸの推進＞
＜創薬力強化に向けたイノベーションの推進、医薬品等の
安定供給や品質・安全性の確保等＞

○研究開発環境の整備、創薬シーズ・医療機器の実用化支
援

○研究開発によるイノベーションの推進
○医薬品等の安定供給の推進、後発医薬品業界の再編推進
○医薬品等の品質確保・安全対策の推進、薬物対策
＜予防・重症化予防、女性の健康づくり、認知症施策等＞
○予防・重症化予防の推進、女性の健康づくり
○認知症施策の総合的な推進
○がん・循環器病・肝炎・難病・移植医療対策等の推進
○歯科保健医療・栄養対策・リハビリテーションの推進
○食の安全・安心の確保
＜感染症対策の体制強化、国際保健への戦略的取組等＞
＜安定的で持続可能な医療保険制度の運営確保＞

Ⅰ．社会の構造変化に対応した保健・医療・介護の構築

※物価高対策を含む重要政策等については、予算編成過程において検討する。
※診療報酬改定・薬価改定への対応については、予算編成過程において検討する。
※令和６年度介護報酬改定・令和６年度障害福祉サービス等報酬改定による処遇改善分の３年目の対応については、予算編成過程において検討する。
※「第１次国土強靱化実施中期計画」に基づく社会福祉施設等の耐震化等については、予算編成過程において検討する。

（出典）令和８年度厚生労働省予算概算要求の概要
https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/26syokan/
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全国津々浦々で物価上昇に負けない賃上げを早急に実現・定着させるため、
2029年度までの５年間で「中小企業・小規模事業者の賃⾦向上推進５か年計
画」に基づく取組を集中的に⾏う。最低賃⾦については、適切な価格転嫁と⽣
産性向上支援により、影響を受ける中小企業・小規模事業者の賃上げを後押し
する。また、非正規雇用労働者への支援を⾏う。

○中⼩・⼩規模企業等に対する賃上げ支援、非正規雇用労働者への支援
2,022億円（2,003億円）

 最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた中小・小規模企業等支援（「賃上げ」支援
助成⾦パッケージ）において、以下の各助成⾦により、⽣産性向上（設備・
人への投資等）や、非正規雇用労働者の処遇改善、より高い処遇への労働移
動等を通じ、労働市場全体の「賃上げ」を支援
・業務改善助成⾦
・働き方改革推進支援助成⾦
・人材開発支援助成⾦
・人材確保等支援助成⾦（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）
・キャリアアップ助成⾦（正社員化コース・賃⾦規定等改定コース）
・早期再就職支援等助成⾦（雇入れ支援コース、中途採用拡大コース）
・産業雇用安定助成⾦（スキルアップ支援コース）

 ⽣産性向上による賃上げに取り組む企業に対する伴走型支援の実施
 各地域における賃⾦引上げの機運醸成に向けた地方版政労使会議開催に関す

る広報事業の実施
 ⽣活衛⽣関係営業者に対する⽣産性向上のための伴走型の相談支援、価格転

嫁等の取組支援の実施
 正社員転換・処遇改善に取り組む事業主に対する助成や求職者支援制度を通

じた非正規雇用労働者への支援の推進
等

労働者一人一人の雇用の質・労働⽣産性を向上させるため、技術トレンドを
踏まえた効果的なリ・スキリング支援、ジョブ型人事指針の周知、⽣産性の高
い成⻑産業・企業への労働移動の円滑化を推進する。

○リ・スキリングによる能⼒向上支援、ジョブ型⼈事指針の周知、成⻑分野等へ
の労働移動の円滑化

1,961億円（1,908億円）

〈リ・スキリング〉
 教育訓練給付等の活用による、経済社会の変化に対応した労働者個々人の学

び・学び直しや企業における人材育成の支援の促進
 労働者のキャリア形成やリ・スキリングの取組を促すための相談支援事業等

の拡充
 スキルの階層化・標準化に向けた幅広い業種における団体等検定制度の活用

促進
 公的職業訓練のデジタル推進人材の育成支援
 ⽣成AIを含むデジタル人材育成のための「実践の場」を開拓するモデル事業

の推進
 非正規雇用労働者等が働きながら学びやすい職業訓練の本格実施
 2028年技能五輪国際大会の⽇本開催を契機とした若年層に対する技能尊重

の機運醸成や技能労働者のスキル向上に向けた支援策の強化

〈ジョブ型人事〉
 個々の企業の実態に応じたジョブ型人事指針の周知

〈労働移動の円滑化〉
 「job tag」や「しょくばらぼ」の充実・活用促進、リ・スキリングのプロ

グラムや施策内容を含む各種情報を可視化するプラットフォームの整備・活
用促進

 賃⾦上昇を伴う中途採用者の雇用拡大を図る事業主への支援
 ハローワークにおけるAIの活用の実証 等

令和８年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）

リ・スキリング、ジョブ型⼈事、労働移動の円滑化の推進

Ⅱ．物価上昇を上回る賃上げの普及・定着に向けた三位一体の労働市場改革の推進と多様な⼈材の活躍促進

賃上げ支援、非正規雇用労働者への支援
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人⼿不⾜分野等における人材確保を推進するとともに、高齢者の社会参加、
外国人材の就職支援等による人⼿不⾜解消に向けた取組を推進する。

○深刻化する⼈⼿不⾜への対応 515億円（484億円）
 ハローワークの専門窓口（人材確保対策コーナー）の増設等による医療・介
護分野等へのマッチング支援の強化

 雇用管理制度等の導入及び賃上げにより従業員の定着・確保を図る事業主へ
の支援の拡充

 シルバー人材センター等を活用した、高齢者の就労による社会参加の促進、
高齢期の多様なニーズに応じたマッチングの推進

 外国人求職者への就職支援等、適切な外国人材の確保等に向けた実態把握
等

就職氷河期世代や、障害者や高齢者等多様な人材が能⼒を発揮しつつ、安⼼
して働き続けられる職場環境の整備を進める。ハラスメント対策を推進すると
ともに、多様で柔軟な働き方を推進する取組を⾏う。

○就職氷河期世代、障害者や⾼齢者等多様な⼈材の活躍促進
501億円（460億円）

 就職氷河期世代を含む中高年層への就労支援
 ハローワークのマッチング機能強化による障害者の雇入れ等の支援
 障害者就業・⽣活支援センターによる地域における就業支援の促進
 地域若者サポートステーションにおける就労支援体制の強化
 育成就労制度の施⾏に向けた必要な体制整備
 多様な働き方・多様な雇用機会の創出のための労働者協同組合の活用促進

等

○多様な働き⽅の実現に向けた環境整備、仕事と育児・介護の両⽴支援、ワー
ク・ライフ・バランスの促進 1,326億円（1,289億円）
 勤務時間、勤務地、職種・職務を限定した「多様な正社員」制度の普及促進
 年次有給休暇の取得促進や選択的週休３⽇制を含めた多様な働き方の環境整
備

 適切な労務管理下におけるテレワークの導入・定着の促進
 仕事と育児・介護の両⽴に向けた、業務代替の体制整備・柔軟な働き方の導
入等を含めた支援

 共働き・共育て推進に向けた、社会的機運の醸成、両⽴支援制度の導入・活
用促進

 両親ともに育児休業をした場合に支給する出⽣後休業支援給付⾦や育児期に
時短勤務を選択した場合に支給する育児時短就業給付⾦による支援

 勤務間インターバル制度導入促進のための支援
 労働時間の削減等、中小企業の勤務環境改善に向けた支援の実施

○ハラスメント対策の推進、安⼼安全な職場環境の実現
75億円（67億円）

 カスタマーハラスメント対策の取組支援を含む職場におけるハラスメント対
策の推進

 地域産業保健センター等における体制整備や相談支援の充実による中小企業
等の産業保健活動への支援やメンタルヘルス対策の推進

 高齢者の労働災害防⽌のための環境整備の推進

○フリーランスの就業環境の整備 2億円（2億円）
 フリーランス・事業者間取引適正化等法の執⾏体制の整備、フリーランス・
トラブル１１０番における相談支援の実施

令和８年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）

多様な⼈材の活躍促進と職場環境改善に向けた取組等

Ⅱ．物価上昇を上回る賃上げの普及・定着に向けた三位一体の労働市場改革の推進と多様な⼈材の活躍促進

⼈材確保の支援
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男⼥間賃⾦差異の解消及び⼥性管理職⽐率の向上に向けた取組、⼦育て中の
⼥性等に対する就職支援、仕事と⼥性の健康課題等との両⽴支援等を推進する。

○男⼥間賃⾦差異の解消、⼥性管理職⽐率の向上に向けた取組の推進
5億円（5億円）

 男⼥間賃⾦差異の解消等に向けた⺠間企業における⼥性活躍促進のためのコ
ンサルティングや情報提供の実施

○⼦育て中の⼥性等に対する就職支援の実施 45億円（42億円）
 マザーズハローワーク等による⼦育て中の⼥性等に対する就職支援の実施

○⼥性の健康課題に取り組む事業主への支援 2億円（2億円)
 ⼥性のライフステージごとの健康課題に取り組む事業主への支援

令和８年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）

⼥性の活躍促進

Ⅱ．物価上昇を上回る賃上げの普及・定着に向けた三位一体の労働市場改革の推進と多様な⼈材の活躍促進

「新たな就職氷河期世代等支援プログラムの基本的な枠組み」（令和７年６⽉３⽇就職氷河期世代等支援に関する関係閣僚会議決定）に基づき、
「就労・処遇改善に向けた支援」、「社会参加に向けた段階的支援」及び「高齢期を⾒据えた支援」 の３本柱に沿って取組を強化する。
〈就労・処遇改善に向けた支援〉
 相談対応等の伴走支援︓中高年層（ミドルシニア）の就労支援のためのハローワーク専門窓口設置及び担当者制による支援
 リ・スキリングの支援︓非正規雇用労働者等が働きながら学びやすい職業訓練の本格実施、教育訓練休暇給付⾦、リ・スキリング等教育訓練支
援融資事業、人材開発支援助成⾦、教育訓練講座受講環境整備事業、キャリア形成・リスキリング推進事業（中高年齢層の「経験交流・キャリ
アプラン塾」）

 就労を受け入れる事業者の支援︓トライアル雇用助成⾦（一般トライアルコース）、特定求職者雇用開発助成⾦（⽣活保護受給者等雇用開発
コース） 、キャリアアップ助成⾦（正社員化コース）

 家族介護に直⾯する者の介護離職防⽌に向けた支援︓両⽴支援等助成⾦（介護離職防⽌支援コース）、地域支援事業における家族介護者への相
談支援体制の充実

〈社会参加に向けた段階的支援〉
 社会とのつながり確保の支援︓ひきこもり支援推進事業、ひきこもりに関する地域社会に向けた広報事業、ひきこもり地域支援センター職員等
への人材養成研修・広報事業

 就労に困難を抱える者の職業的⾃⽴に向けた支援︓地域若者サポートステーション事業
 柔軟な就労機会の確保︓認定就労訓練事業の普及促進、⽣活困窮者⾃⽴支援制度における現任者向け人材養成研修（ステップアップ研修）事業
〈⾼齢期を⾒据えた支援〉
 家計改善・資産形成の支援︓家計改善支援事業の支援体制の強化
 希望に応じた高齢期の就業機会の確保︓６５歳超雇用推進助成⾦
 高齢期の所得保障︓被用者保険適用拡大に当たっての周知・専門家活用支援

就職氷河期世代等の支援に向けた施策 1,490億円（再掲） ※ 令和８年度厚⽣労働省予算概算要求（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの施策）において、就職
氷河期世代等の支援に関連する事業をとりまとめたもの。
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